
 

議案第１００号 

専決処分の報告及び承認を求めることについて 

 下記のことについて、地方自治法（昭和２２年法律第６７号）第１７９条第１項の 

規定により、別紙のとおり専決処分したので、同条第３項の規定によりこれを報告し、 

承認を求める。 

令和５年５月１日提出 

さいたま市長 清 水 勇 人 

記 

 さいたま市市税条例の一部を改正する条例の制定について 
  



 

（別紙） 

専決第２２号 

専 決 処 分 書 

 地方自治法（昭和２２年法律第６７号）第１７９条第１項の規定により、次のよう

に専決処分する。 

令和５年３月３１日 

さいたま市長 清 水 勇 人   

さいたま市市税条例の一部を改正する条例 

 さいたま市市税条例（平成１３年さいたま市条例第６７号）の一部を次のように改

正する。 

次の表中下線又は太線の表示部分（以下、改正前の欄にあっては「改正部分」と、

改正後の欄にあっては「改正後部分」という。）については、次のとおりとする。 

⑴ 改正部分及びそれに対応する改正後部分が存在するときは、当該改正部分を当

該改正後部分に改める。 

⑵ 改正部分のみ存在するときは、当該改正部分を削る。 

⑶ 改正後部分のみ存在するときは、当該改正後部分を加える。 
改正後 改正前 

附 則 附 則 
（法附則第１５条第２項第１号等の条例で定める 

割合） 
（法附則第１５条第２項第１号等の条例で定める 

割合） 

第１８条の２ 次の表の左欄に掲げる規定に規定す

る市町村の条例で定める割合は、それぞれ同表の

右欄に定めるものとする。 

第１８条の２ 次の表の左欄に掲げる規定に規定す

る市町村の条例で定める割合は、それぞれ同表の

右欄に定めるものとする。 

 ［略］  

法附則第１５条の８第２項 ［略］ 

法附則第１５条の９の３第１項 ３分の１ 

 ［略］  
 

 ［略］  

法附則第１５条の８第２項 ［略］ 

  

 ［略］  
 

  
（新築住宅等に対する固定資産税の減額の規定の 
適用を受けようとする者がすべき申告） 

（新築住宅等に対する固定資産税の減額の規定の 
適用を受けようとする者がすべき申告） 

第１９条 ［略］ 第１９条 ［略］ 
２～１１ ［略］ ２～１１ ［略］ 
１２ 法附則第１５条の９の３第１項に規定する特 

定マンションに係る区分所有に係る家屋について、

同項の規定の適用を受けようとする者は、当該特 

定マンションに係る同項に規定する工事が完了し 

た日から３月以内に、次に掲げる事項を記載した 

 



 

申告書に施行規則附則第７条第１６項各号に掲げ 

る書類を添付して市長に提出しなければならない。

⑴ 納税義務者の住所又は事務所若しくは事業所 
の所在地、氏名又は名称及び個人番号又は法人 
番号（個人番号又は法人番号を有しない者にあ 
っては、住所又は事務所若しくは事業所の所在 
地及び氏名又は名称） 

 

⑵ 家屋の所在、家屋番号、種類及び床面積  
⑶ 家屋の建築年月日及び登記年月日  
⑷ 当該工事が完了した年月日  
⑸ 当該工事が完了した日から３月を経過した後 
に申告書を提出する場合には、３月以内に提出 
することができなかった理由 

 

１３ ［略］ １２ ［略］ 

１４ ［略］ １３ ［略］ 
  

（軽自動車税の種別割の税率の特例） （軽自動車税の種別割の税率の特例） 
第３２条 法附則第３０条第１項に規定する３輪以

上の軽自動車に対する当該軽自動車が最初の法第

４４４条第３項に規定する車両番号の指定（次項

から第４項までにおいて「初回車両番号指定」と

いう。）を受けた月から起算して１４年を経過し

た月の属する年度以後の年度分の軽自動車税の種

別割に係る第９１条の規定の適用については、当

分の間、次の表の左欄に掲げる規定中同表の中欄

に掲げる字句は、それぞれ同表の右欄に掲げる字

句とする。 

第３２条 法附則第３０条第１項に規定する３輪以

上の軽自動車に対する当該軽自動車が最初の法第

４４４条第３項に規定する車両番号の指定（次項

から第８項までにおいて「初回車両番号指定」と

いう。）を受けた月から起算して１４年を経過し

た月の属する年度以後の年度分の軽自動車税の種

別割に係る第９１条の規定の適用については、当

分の間、次の表の左欄に掲げる規定中同表の中欄

に掲げる字句は、それぞれ同表の右欄に掲げる字

句とする。 

 ［略］ 
 

 ［略］ 
 

２ 法附則第３０条第２項各号に掲げる３輪以上の

軽自動車に対する第９１条の規定の適用について

は、当該軽自動車が令和４年４月１日から令和８

年３月３１日までの間に初回車両番号指定を受け

た場合には、当該初回車両番号指定を受けた日の

属する年度の翌年度分の軽自動車税の種別割に限

り、次の表の左欄に掲げる規定中同表の中欄に掲

げる字句は、それぞれ同表の右欄に掲げる字句と

する。 

２ 法附則第３０条第２項各号に掲げる３輪以上の

軽自動車に対する第９１条の規定の適用について

は、当該軽自動車が令和２年４月１日から令和３

年３月３１日までの間に初回車両番号指定を受け

た場合には令和３年度分の軽自動車税の種別割に

限り、次の表の左欄に掲げる規定中同表の中欄に

掲げる字句は、それぞれ同表の右欄に掲げる字句

とする。 

 ［略］ 
 

 ［略］ 
 

 ３ 法附則第３０条第３項各号に掲げる法第４４６

条第１項第３号に規定するガソリン軽自動車（以

下この条において「ガソリン軽自動車」という。

）のうち３輪以上のものに対する第９１条の規定

の適用については、当該ガソリン軽自動車が令和

２年４月１日から令和３年３月３１日までの間に

初回車両番号指定を受けた場合には令和３年度分

の軽自動車税の種別割に限り、次の表の左欄に掲

げる規定中同表の中欄に掲げる字句は、それぞれ

同表の右欄に掲げる字句とする。 
 第９１ ３，９００円 ２，０００円 



 

条第２

号ア 
６，９００円 ３，５００円 
１０，８００円 ５，４００円 

 ３，８００円 １，９００円 

５，０００円 ２，５００円 
 

 ４ 法附則第３０条第４項各号に掲げるガソリン軽

自動車のうち３輪以上のもの（前項の規定の適用

を受けるものを除く。）に対する第９１条の規定

の適用については、当該ガソリン軽自動車が令和

２年４月１日から令和３年３月３１日までの間に

初回車両番号指定を受けた場合には令和３年度分

の軽自動車税の種別割に限り、次の表の左欄に掲

げる規定中同表の中欄に掲げる字句は、それぞれ

同表の右欄に掲げる字句とする。 
 第９１

条第２

号ア 

３，９００円 ３，０００円 
６，９００円 ５，２００円 
１０，８００円 ８，１００円 
３，８００円 ２，９００円 
５，０００円 ３，８００円 

 

 ５ 法附則第３０条第２項各号に掲げる３輪以上の

軽自動車のうち、自家用の乗用のものに対する第

９１条の規定の適用については、当該軽自動車が

令和３年４月１日から令和４年３月３１日までの

間に初回車両番号指定を受けた場合には令和４年

度分の軽自動車税の種別割に限り、当該軽自動車

が令和４年４月１日から令和５年３月３１日まで

の間に初回車両番号指定を受けた場合には令和５

年度分の軽自動車税の種別割に限り、第２項の表 
の左欄に掲げる規定中同表の中欄に掲げる字句は、

それぞれ同表の右欄に掲げる字句とする。 
 ６ 法附則第３０条第２項各号に掲げる３輪以上の

軽自動車（自家用の乗用のものを除く。）に対す

る第９１条の規定の適用については、当該軽自動

車が令和３年４月１日から令和４年３月３１日ま

での間に初回車両番号指定を受けた場合には令和

４年度分の軽自動車税の種別割に限り、当該軽自

動車が令和４年４月１日から令和５年３月３１日

までの間に初回車両番号指定を受けた場合には令

和５年度分の軽自動車税の種別割に限り、第２項

の表の左欄に掲げる規定中同表の中欄に掲げる字

句は、それぞれ同表の右欄に掲げる字句とする。 
３ 法附則第３０条第３項の規定の適用を受ける３

輪以上の法第４４６条第１項第３号に規定するガ

ソリン軽自動車（以下この項及び次項において「

ガソリン軽自動車」という。）（営業用の乗用の

ものに限る。）に対する第９１条の規定の適用に

ついては、当該ガソリン軽自動車が令和４年４月

１日から令和８年３月３１日までの間に初回車両

番号指定を受けた場合には、当該初回車両番号指

定を受けた日の属する年度の翌年度分の軽自動車

７ 法附則第３０条第７項の規定の適用を受ける３

輪以上のガソリン軽自動車（営業用の乗用のもの

に限る。）に対する第９１条の規定の適用につい

ては、当該ガソリン軽自動車が令和３年４月１日

から令和４年３月３１日までの間に初回車両番号

指定を受けた場合には令和４年度分の軽自動車税

の種別割に限り、当該ガソリン軽自動車が令和４

年４月１日から令和５年３月３１日までの間に初

回車両番号指定を受けた場合には令和５年度分の



 

税の種別割に限り、同条第２号ア（イ）中「３，９０

０円」とあるのは「２，０００円」と、同号ア（ウ）

ａ中「６，９００円」とあるのは「３，５００円

」とする。 

軽自動車税の種別割に限り、第３項の表の左欄に

掲げる規定中同表の中欄に掲げる字句は、それぞ

れ同表の右欄に掲げる字句とする。 

４ 法附則第３０条第４項の規定の適用を受ける３

輪以上のガソリン軽自動車（前項の規定の適用を

受けるものを除き、営業用の乗用のものに限る。

）に対する第９１条の規定の適用については、当

該ガソリン軽自動車が令和４年４月１日から令和

７年３月３１日までの間に初回車両番号指定を受

けた場合には、当該初回車両番号指定を受けた日

の属する年度の翌年度分の軽自動車税の種別割に

限り、同条第２号ア（イ）中「３，９００円」とある

のは「３，０００円」と、同号ア（ウ）ａ中「６，９

００円」とあるのは「５，２００円」とする。 

８ 法附則第３０条第８項の規定の適用を受ける３

輪以上のガソリン軽自動車（前項の規定の適用を

受けるものを除き、営業用の乗用のものに限る。

）に対する第９１条の規定の適用については、当

該ガソリン軽自動車が令和３年４月１日から令和

４年３月３１日までの間に初回車両番号指定を受

けた場合には令和４年度分の軽自動車税の種別割

に限り、当該ガソリン軽自動車が令和４年４月１

日から令和５年３月３１日までの間に初回車両番

号指定を受けた場合には令和５年度分の軽自動車

税の種別割に限り、第４項の表の左欄に掲げる規

定中同表の中欄に掲げる字句は、それぞれ同表の

右欄に掲げる字句とする。 
  

（軽自動車税の種別割の賦課徴収の特例） （軽自動車税の種別割の賦課徴収の特例） 
第３２条の２ 市長は、軽自動車税の種別割の賦課

徴収に関し、３輪以上の軽自動車が前条第２項か

ら第４項までの規定の適用を受ける３輪以上の軽

自動車に該当するかどうかの判断をするときは、

国土交通大臣の認定等（法附則第３０条の２第１

項に規定する国土交通大臣の認定等をいう。次項

において同じ。）に基づき当該判断をするものと

する。 

第３２条の２ 市長は、軽自動車税の種別割の賦課

徴収に関し、３輪以上の軽自動車が前条第２項か

ら第８項までの規定の適用を受ける３輪以上の軽

自動車に該当するかどうかの判断をするときは、

国土交通大臣の認定等（法附則第３０条の２第１

項に規定する国土交通大臣の認定等をいう。次項

において同じ。）に基づき当該判断をするものと

する。 
２・３ ［略］ ２・３ ［略］ 
  

附 則 

（施行期日） 

第１条 この条例は、令和５年４月１日から施行する。 

（軽自動車税に係る経過措置） 

第２条 この条例による改正後のさいたま市市税条例の規定中軽自動車税に関する部

分は、令和５年度以後の年度分の軽自動車税について適用し、令和４年度分までの

軽自動車税については、なお従前の例による。 

 


